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ロシアによるウクライナへの軍事侵攻が始まっています
が、いまだに収束する見通しがありません。プーチン大統
領が核兵器使用の威嚇に出ていることも、世界に衝撃を与
えています。日本は、世界で唯一の戦争被爆国です。

先般のバイデン米大統領訪日の際には、日米同盟の抑止
力・対処力強化で一致し、岸田首相は軍事費の増額確保を
表明しました。大軍拡は、軍事対軍事のエスカレーション
を招くだけです。
今、日本が進むべき針路は、核抑止の呪縛から抜け出し、

核兵器禁止条約に参加することです。その認識について、
答弁を求めます。

答弁：核兵器使用のリスクが懸念され、憂慮すべき状況。
本市として、政府の動向を注視しながら、全国で唯一の民
間人空爆犠牲者追悼の慰霊塔を有する非核平和のまちとし
て、ポスター展などによる啓発を通じて、核兵器の全面撤
廃と軍縮を訴えていく。

ジェンダー視点からの制服の見直しを

現在、女子生徒がスラックスを選択できる中学校は６校、
義務教育学校の後期３校となっています。また、現在制服
について検討中が１２校あります。そうした中で、全国的
にも注目をされているのが、山陽中学校の取組です。男女
とも上はブレザーで、下は原則スラックスとし、スカート
を選択制にしているところに特色があります。
現在、制服について検討を行なっている学校に対して、

山陽中学校の先進的取組について情報共有をしっかり図る
必要があります。そのための支援を教育委員会として行う
べきではありませんか。

答弁：山陽中学校の制服見直しの取組については、経緯
や手順、留意点を教育委員会でまとめ、全ての中学校に情
報提供を行う。取組がジェンダー視点を踏まえたものとな
るよう、校長との認識を共有していきたい。

今年度は、新たなプラン策定の年となっています。それに
先立ち昨年２月に、「男女共同参画に関する市民意識調査」
と「男女共同参画に関する職員意識調査」を行なっています。
また、本年３月には、「新たな姫路市男女共同参画プランの
策定に当たっての基本的事項について」の答申書が市長に提
出されています。

ジェンダー平等社会を築く上で最も重要なことは、男女の
賃金格差の是正であり、平等です。答申書においても、女性
の就業状況について詳しく分析しています。自治体としても
男女の賃金格差是正の取組について、新たなプランに反映さ
せることを求めます。

答弁：新たなプランの基本目標である女性の活躍の推進や
ワーク・ライフ・バランスの推進の中で、労働条件や職場環
境の整備も含め、格差是正のための取組を新たなプランに盛
り込んでいく。

「生活保護のしおり」について

厚労省のホームページでは、「生活保護の申請は国民
の権利です。生活保護を必要とする可能性はどなたにも
あるものですから、ためらわずにご相談ください。」と
あります。また、昨年２月には、「扶養義務者履行が期
待できない者の判断基準の留意点等について」の事務連
絡を発出し、一律には扶養照会を求めない旨を通知して
います。

厚労省は、コロナ禍で生活保護を申請する人が増加す
るに当たり、申請権の侵害の防止、速やかな保護決定等、
弾力的運営を求めてきました。本市の「生活保護のしお
り」は、これらの厚労省通知等が生かされた内容・説明
になっているのか答弁を求めます。

答弁：厚生労働省からの事務連絡やその他の資料を参
考に、ホームページも含め、適宜、内容の見直しを行なっ
ていく。
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６月議会の質問から

新型コロナウイルスから市民の命と健康を守ること

副反応の少ないと言われている武田社ワクチン（ノババックス）の接種も視野に入れ、3回
目のワクチン接種をどう図るのですか。

答弁：夜間接種や予約なし接種の実施、兵庫県の集団接種会場に加え個別医療機関にとり
扱いを促し向上を図る。

保健所職員の心身への負担軽減をどのように図るのですか。
答弁：各局からの応援を9月まで固定した配置で、引継ぎが解消され安定的な患者対応と事

務負担の軽減を行う。精神面は悩みの共有やコミュニケーションによるサポート体制を取り、
産業医の面談も行う。

急激な物価高騰から市民の暮らしを

どう守るのか

中小企業等事業復活支援金の支給要件やスケジュール、
また、その周知をどのように図るのですか。

答弁：8月上旬からの申請受付を行い、9月上旬以降給
付を行う。制度の周知は各種団体、関係機関へ広報依頼
や市役所出先機関へポスター掲示を行う。

物価高騰は食料品にも及んでおり、子育て支援として
も、学校給食食材費への支援が必要と考えます。

答弁：予算が不足する場合は、補正予算で対応し、学
校給食の安定性を確保する。

体罰のない学校園づくりのために

「姫路市体罰のない学校園づくりのための検討会議」のま
とめをどう活用して対策を進めようとしているのですか。
答弁：特別支援教育支援員の増員や相談窓口の周知徹

底の取り組み、動画視聴や各学校で研修を深め、進捗状況
や取り組み内容を検証し、実効性のあるものにする。

特別支援教育支援員が無配置の学校をなくすため、本年
度は予算として14人の増配置を確保しているが、現在10人
の配置にとどまっています。さらなる増配置が必要です。
答弁：姫路市は国基準を上回る配置をしていますが、いま

だ４人の配置ができていない。その確保に努めている状況。

議員による不当要求行為の再発防止対策等検討共同協議会経過報告

６人の議員と５人の理事者で構成された再発防止対策等検討共同協議会は、議員による不当要求行為の再発防止と不
当要求に屈しない市の組織づくりを目的としています。

４月から６月までの４回の協議では、不当要求行為の定義、議員の要望等への対応記録の徹底、不当要求行為を判
断するための庁内審議会の設置などが議論されました。また、議員が自治会など各種団体の役員を兼ねている場合で
も肩書きに関係なく、議員からの要望として取り扱うことが協議で決まりました。

共産党議員団は、第１回目の協議会から一貫して、協議決定事項について全ての職員がどの議員に対しても同様の
対応・対処を徹底するよう求めてきました。職員によって不当要求行為に対する認識に差があったり、毅然とした対
応ができなかったことが一連の不当要求行為を増長させたことは明白です。これを厳しく指摘し、不当要求行為への
対応について職員研修の徹底を求めていきます。

県立高校統廃合で県内15校減

県教育委員会は３月17日、中学校卒業生徒数の減少を理由に県内125校ある県立全日制高校を2025年度に９校、2028年度

に６校、計15校削減する計画を発表。7月14日に2025年度の統廃合校を発表しました。姫路市を含む中播磨では、姫路南、

網干、家島高校を1校に統合、福崎、夢前高校を統合するとしています。県立高校とは別に、姫路市教育委員会は市立の３

高校を１校に統合する計画を進めています。

県教委は県立高校の望ましい規模として、１学年６～８学級を維持するとしていますが、再編案は１学級定員40人を前提

にしています。しかし、生徒数が減少している今こそ少人数学級に踏み切って学級数を維持し、きめ細やかな教育を実現す

る絶好の機会ではないでしょうか。生徒、保護者、地域住民、教職員など関係者が力を合わせて高校削減ではなく、高校で

も少人数学級を実現していくべきと考えます。

統廃合ありきの計画は撤回を


